
１　地価調査制度の概要
（１）趣旨
　　　地価調査は、国土利用計画法施行令第９条に基づき、知事が毎年７月１日を基準日として、土地の利用状況、環境等が通常と認められる土地（基準地）の標準価格を調査するものである。
　　　この調査は、国土交通省（土地鑑定委員会）が毎年１月１日時点の価格を調査する地価公示とともに、公的土地評価の基本として、また土地取引の指標等として活用される。　
（２）基準地

　　　基準地は宅地と林地から構成され、宅地は更に住宅地、商業地など４種類の用途に分類される。
　　　宅地の基準地の一部は地価公示の調査地点と同一地点とすることで、地価公示と地価調査の比較が可能になっている。
　　　今年度の基準地数は、宅地８２９地点（うち共通地点８０地点）、林地３地点、合計８３２地点である。
（３）鑑定評価と標準価格の判定

　　　各基準地について「自由な取引が行われるとした場合におけるその取引において通常成立すると認められる価格」を「標準価格」という（施行令第９条第２項）。これは売り手にも買い手にも偏らない客観的な価格、いわゆる「正常価格」である。
　　　都道府県知事は、基準地について不動産鑑定士の鑑定評価を求め、その結果を審査し、必要な調整を行って、標準価格を判定するものとされている（施行令第９条第１項）。
　　　今年度は、１２０名の不動産鑑定士により鑑定評価が行われた。
２　結果の概要
　　昭和５０年に開始した地価調査では、平成２１年度から３年連続で全地点において価格が下落したが、平成
２４年度から上昇地点が現れ、令和元年度には、上昇が３７１地点、横ばいが２３８地点、下落が２１３地点となった（選定替を除く）。
令和２年度は、上昇は１６９地点、横ばいは１５６地点、下落が５０４地点となっている（選定替を除く）。
住宅地の平均変動率は４年ぶりに下落、商業地は昨年の上昇から横ばい、工業地は７年連続上昇となった。

